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第56期報告書
（2018年4月1日～2019年3月31日）

株主の皆様へ  

　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　ここに、第56期（2018年4月1日から2019年3月31日まで）が終了いたしましたので、事業
内容の概要をご報告申し上げます。
　当社グループは、中期経営計画の初年度として目指す姿を新たに設定し、「成長を遂げる」のス
ローガンのもと次の3項目を重点に取り組んでまいりました。
①　国内事業基盤に対し、積極的投資による改善改革（省人化・合理化）を行い、海外事業は事
業拡大を目指し、更なる利益を出す。

②　先を見据えた将来に繋がる新事業、新商品・新部品をお客様に提案していく案件を創り出す。
③　固定観念に囚われること無く、当事者意識を持ち挑戦し続ける風土を創る。
　具体的には、「国内事業基盤に対し、積極的投資による改善改革（省人化・合理化）を行い、海
外事業は事業拡大を目指し、更なる利益を出す。」について、国内では生産工程の省人化・合理化

を進めてまいりました。一方海外では、ベトナム新工場建設により、日本、中国、ベトナムでの整流化を進めてまいりま
した。また、インドでの更なる成長を図ることを目的とし、ASTIINDIAPRIVATELIMITEDは2020年の本格稼働に向け
て、準備が進んでおります。
　「先を見据えた将来に繋がる新事業、新商品・新部品をお客様に提案していく案件を創り出す。」につきましては、新規
事業部を発足し新たな製品の事業化を推進、また開発事業部では従来からのパワーエレクトロニクス技術を活用した新た
な製品開発を推進しております。また、ベトナムに研究開発、製品設計、生産設備設計を目的としたASTI RESEARCH
ANDDEVELOPMENTVIETNAMCORPORATIONを2018年12月24日に設立し、新たな技術テーマの取組と技術者の
育成に努めてまいります。
　「固定観念に囚われること無く、当事者意識を持ち挑戦し続ける風土を創る。」につきましては、積極的なジョブロー
テーションと研修制度（語学・海外・技能）の充実を図り、社員のスキルアップに努めてまいりました。
　こうした取組の結果、当連結会計年度の業績は、ホームエレクトロニクスの販売減により売上高は47,547百万円（前
期比0.2％減）、営業利益は1,730百万円（同3.6％減）、経常利益は海外拠点における為替差益の発生、補助金収入等によ
り2,050百万円（同10.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,615百万円（同15.9％増）となりました。
　また、第56期の期末配当金は、業績及び今後の事業展開等を総合的に勘案いたしまして、1株につき70円とさせていた
だき、中間配当につきましては見送らせていただきましたので、当期の年間配当金は1株につき70円とさせていただきま
した。
　株主の皆様におかれましては、今後とも相変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

2019年6月

代表取締役社長
鈴 木  伸 和



連結決算の概要
連結貸借対照表

（単位：百万円） （単位：百万円）

科　　　目 当期末
（2019年3月31日現在）

前期末
（2018年3月31日現在）

資産の部

流動資産 18,321 18,364

固定資産 13,386 12,404

有形固定資産 11,323 10,449

無形固定資産 548 393

投資その他の資産 1,514 1,561

資産合計 31,707 30,769

負債の部

流動負債 11,522 12,225

固定負債 3,818 3,136

負債合計 15,341 15,361

科　　　目 当期末
（2019年3月31日現在）

前期末
（2018年3月31日現在）

純資産の部

株主資本 15,946 14,673

資本金 2,476 2,476

資本剰余金 2,640 2,640

利益剰余金 11,247 9,823

自己株式 △ 417 △ 266

その他の包括利益累計額 402 721

その他有価証券評価差額金 333 389

為替換算調整勘定 65 329

退職給付に係る調整累計額 3 2

非支配株主持分 17 12

純資産合計 16,366 15,407

負債純資産合計 31,707 30,769

（単位：百万円）売上高（セグメント別）
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（注）2017年10月１日付けで５株につき１株の割合で株式併合を実施してお
り株式併合後の株数に換算して算出しております。

連結決算のポイント

原材料及び貯蔵品の増加、機
械装置及び運搬具の増加等に
より、総資産は31,707百万円
となりました。

資　産1
利益剰余金の増加、為替換算調整勘定の減少により、
純資産は16,366百万円となりました。

純資産3負　債2
未払金の減少、短期借入金の減
少、長期借入金の増加等により、
負債は15,341百万円となり
ました。



連結損益計算書 連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円） （単位：百万円）

科　　　目
当期

自2018年4月 1 日（至2019年3月31日）
前期

自2017年4月 1 日（至2018年3月31日）
売上高 47,547 47,643

売上原価 42,245 42,317

販売費及び一般管理費 3,570 3,530

営業利益 1,730 1,796

営業外収益 458 233

営業外費用 138 179

経常利益 2,050 1,849

特別利益 82 0

特別損失 109 20

税金等調整前当期純利益 2,024 1,829

法人税、住民税及び事業税 391 499

過年度法人税等 － 10

法人税等調整額 12 △ 77

当期純利益 1,620 1,397

非支配株主に帰属する当期純利益 5 3

親会社株主に帰属する当期純利益 1,615 1,393

科　　　目
当期

自2018年4月 1 日（至2019年3月31日）
前期

自2017年4月 1 日（至2018年3月31日）
営業活動による
キャッシュ・フロー 2,646 2,835

投資活動による
キャッシュ・フロー △ 3,041 △ 2,486

財務活動による
キャッシュ・フロー △ 148 889

現金及び現金同等物
に係る換算差額 △ 29 △ 89

現金及び現金同等物
の増減額（△減少） △ 573 1,148

現金及び現金同等物
の期首残高 2,317 1,168

現金及び現金同等物
の期末残高 1,744 2,317
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（単位：百万円）
親会社株主に帰属する当期純利益
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（単位：円）配当の状況

（注）配当金額は、2017年10月１日実施の株式併合後の水準を基に算出して
おります。

車載電装品、通信・制御機器の販
売増があったもののホームエレク
トロニクスの減少により、売上高
は47,547百万円となりました。

売上高4 営業利益5
人件費の上昇、減価償却費等経
費の増加により、営業利益は
1,730百万円となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益6
補助金収入の増加、為替差益の計上等により、親
会社株主に帰属する当期純利益は1,615百万円
となりました。
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株式の状況 会社概要

〒432-8056
静岡県浜松市南区米津町2804番地

〔ホームページのご案内〕
URL 　https://www.asti.co.jp/

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

〔 所有株式数別分布状況 〕 〔 所有株主数別分布状況 〕

株式の状況（2019年3月31日現在） 会社概要（2019年3月31日現在）

役員（2019年6月21日現在）

代表取締役会長 植 平 幹 夫 常勤監査等委員 百 鬼 直 樹

代表取締役社長 鈴 木 伸 和 監査等委員 宮 木 啓 治

常務取締役 波多野　淳　彦 監査等委員 山 口 昇 吾

取 締 役 原 　 一 隆 監査等委員 捻　橋　かおり

発行可能株式総数 9,600,000株
発行済株式の総数 3,417,006株
株主数 2,022名
大株主

株 主 名 持株数（株） 持株比率（％）
Ａ Ｓ Ｔ Ｉ 共 栄 会 185,488 5.9
Ａ Ｓ Ｔ Ｉ 従 業 員 持 株 会 181,638 5.8
ビービーエイチ　フオー　フイデリテイ　ロー　プライスド　ストツク　
フアンド（プリンシパル　オール　セクター　サブポートフオリオ） 180,480 5.8

朝 元 愃 融 80,821 2.6
株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 79,200 2.5
株 式 会 社 静 岡 銀 行 72,000 2.3
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 70,300 2.2
NOMURAPBNOMINEESLIMITEDOMNIBUS-MARGIN(CASHPB) 65,000 2.1
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 62,240 2.0
浜 松 磐 田 信 用 金 庫 54,080 1.7

（注）1．当社は、自己株式を290,503株保有しておりますが、上記大株主からは除外し
ております。

　　 2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

【車載電装品】
　各種電子制御ユニット、エアコン制御システム、
車載・船舶用ワイヤーハーネス

【ホームエレクトロニクス】
　洗濯機用電子制御基板、食器洗浄機用電子制御基板、
　衣類乾燥機用電子制御基板

【通信・制御機器】
　通信用スイッチユニット、産業用ロボットコントローラ基板

社　　 名
英 文 社 名
本　　 社
設　　 立
資 本 金
主 要 製 品

ASTI株式会社
ASTICORPORATION
静岡県浜松市南区米津町2804番地
1963年5月
2,476,232,516円

上 場 市 場 東京証券取引所第2部
証 券 コ ー ド 6899
事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月
剰余金の配当基準日 3月31日及び中間配当を実施する場合は9月30日
単 元 株 式 数 100株
株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
　（※）2019年6月22日より、株主名簿管理人及び特別口座の口座管理

機関は、みずほ信託銀行株式会社から三井住友信託銀行株式会
社に変更となりました。6月22日以降、特別口座に記録された株
式について、単元未満株式の買取のご請求、証券会社に開設さ
れた口座への振替を希望される株主様は、三井住友信託銀行株
式会社にお申出ください。

株 主 名 簿 管 理 人 名古屋市中区栄三丁目15番33号
事 務 取 扱 場 所 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵 便 物 送 付 先 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電 話 照 会 先 電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
イ ン タ ー ネ ッ ト
ホームページURL https://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

公 告 方 法 電子公告（https://www.asti.co.jp/）
　ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合には、日本経済新聞に掲載いた
します。

株主メモ

株主の皆様の声をお聞かせください

ご回答いただいた方の中から
抽選で薄謝（図書カード500円）
を進呈させていただきます

空メールによりURL自動返信

いいかぶ 検索検索

●アンケートのお問合せ 
  「e -株主リサーチ事務局」

TEL： 03-6779-9487（平日 10：00～17：30）
MAIL：info@e-kabunushi.com

https://www.e-kabunushi.com
アクセスコード　6899

※本アンケートは、株式会社 a2media（エー・ツー・メディア）の提供する「e-株主
リサーチ」サービスにより実施いたします。（株式会社 a2mediaについての詳細 
https://www.a2media.co.jp）※ご回答内容は統計資料としてのみ使用させて
いただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。

当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、アンケートを
実施いたします。お手数ではございますが、アンケートへのご協力を
お願いいたします。

kabu@wjm.jp

●アンケート実施期間は、本書がお手元に
到 着してから約 2ヶ月間です。

（1809）
（株式に関する住所変更等のお手続きについてのご照会）
証券会社の口座をご利用の株主様は、三井住友信託銀行株式会社ではお手続きができませんので、
取引証券会社へご照会ください。
証券会社の口座をご利用でない株主様は、上記電話照会先までご連絡ください。


